
自治事務 法定受託事務

■職員□一部委託 □全部委託 □指定管理 □市民ボランティア □NPO等 □その他( )
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※令和６年度は決算見込み額です。

※　人件費相当額試算は、従事職員数に平均人件費を用いて試算したものです。

本事業の
主な業務

排水設備設置等審査、検査、是正

施工承認工事審査、検査、是正

指定工事店の指定、更新

指定工事店への指導

決算額

国支出金

執行体制

項 目

作成日

細事業名

令和8年度

事務事業を
構成する
予算事業

0

事
業
費 地方債

年度別計画

0

0

0

0 0

0

0

単位：円

総事業費試算

人件費相当試算※

従事職員数（人）人件
費

14,086,508 14,338,196

14,086,508 14,338,196

1.79

事務事業評価表
１．基本事項

1.79 1.79

根拠法令
個別計画等

事業区分

目的
※何のために

・汚水の円滑な排除

対象
※誰・何を対象に

区分 款

手段
※どのように

・申請に対する技術的基準適合有無の審査、完了後の検査実施、不適合に対しての是正指導実施
・申請を受領し、審査・指定を行う。また、不適正行為に対して行政指導・処分を行う。

成果
※何を求めるか

・排水設備及び下水道施設の設置基準等との適合を確認することで、性能、品質を確保する
・深谷市下水道指定工事店の適切な管理・監督

中項目 1 都市整備の行き届いたまちづくり

0

事務事業

2

事業概要

２．事業費（投入コスト）

総
合
計
画

主要プロジェクト

0 0 0 0

0

0 0

区分

大項目

小項目

5

排水設備設置及び施工承認における申請受付、審査、検査、是正指導を行う。また、法令・例規に基づき、深谷市下
水道指定工事店の登録、更新、指導を行う。

県支出金 0 0 0 0財
源
内
訳 他特定財源

一般財源

予算（現額）

0

・各申請者及び排水設備・下水道施設
・深谷市下水道指定工事店の指定を受けようとするもの及び指定を受けているもの

0

15,264,798

15,264,798

1.79

0

0

0

令和5年度 令和6年度

14,717,812

14,717,812

令和07年06月09日(月)

令和9年度

下水道法、深谷市下水道条例、深谷市下水道条例施行規
程、深谷市公共下水道処理区域外流入に関する規程、深
谷市下水道指定工事店規程、深谷市下水道指定工事店等
の違反行為に対する処分規程

■ □

0 0

下水道工務課 担当係 維持係 管理番号 43111排水設備等管理事務

快適で利便性の高いまち

水の安定供給と下水処理の適正化

令和7年度

0

担当課

令和4年度

前年度決算額（円）



・活動実績は、見込みに沿い、か
つ投入資源に見合っているか。

（１）事業達成度評価
事業達成度評価は、意図した活動により事業目的に適う成果がでているかを評価します。
（評価基準）（A:達成している　B:おおむね達成している　C:達成していない）

B活動

評価理由・指標数値の推移

目標値の算定根拠/実績値の出所

観点別評価は、指標達成の有無の他、その達成率も勘案して総合的に評価します。
目標値の設定がないものについても、進捗状況等を踏まえA～Cの三段階にて評価します。

目標値

実績値

区分

排水設備工事申請受付件数

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

指標名

本管・公共桝等の申請受付件
数

完了検査実施率

目標値

実績値

検査不合格工事の割合

指定工事店数

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

活動指標３

３．評価指標

令和
4年度

令和
5年度

評価評価の観点区分

0.000.00

100.00 100.00

0.00

％

活動指標２

成果指標１

単
位

件

成果指標２

237.00 226.00

実績値の算出式

実績値

目標値

0.00

令和
9年度

宅内申請受付件数は６００件、施工承認申請受付件数は１３５件であっ
た。
指定工事店数は、新規登録及び更新手続きを行い、指定工事店数は２２６
店となった。

不良工事はすべて是正指導の上、適合させる　/　不適合工事数／完了検査実施数

実績値の算出式

131.00 116.00 135.00

0.00

100.00

％

社

実績値

目標値

実績値

目標値

令和
6年度

評価者 維持係長　金井　辰裕

区分 評価の観点 評価 評価理由

効率性

・意図した成果が上がっている
か。
・指標未達成の場合は、その原因
を分析できているか。

・ICTの活用や業務改善が充分か。
  ※検証必須
・コスト面など効率的に執行できてい
るか。
・民間委託や他事業との統合・連携が
可能か。

法令等に基づき、指定工事店から提出された申請書類の審査、完了検査及
び是正指導等を行い、適正に事務事業を執行することができた。ＩＣＴを
活用して事務改善に結びつけている事例が全国的に見受けられる。当市と
してもＩＣＴ技術の研究、近隣市町の動向を注視し、事務改善に向けた取
り組みを進めていく。

A

A

提出のあった申請書の完了検査をすべて実施し、検査不合格工事はなかっ
た。

成果

（２）事業効率性評価
事業効率性評価は、執行体制や手段など効率的に事務事業を執行しているかを評価します。
（評価基準）（A:効率的である　B:高める余地あり　C:効率的でない）

評価者 維持係長　金井　辰裕

４．観点別評価

目標値

実績値

目標値

実績値の算出式

0.00

完了届受理分はすべて検査実施　/　完了検査実施数／完了届受理数

100.00

100.00 100.00

目標値の算定根拠/実績値の出所

活動指標１
実績値

申請によるため目標設定できない　/　宅内申請受付件数（年度）

　

244.00

令和
7年度

令和
8年度

569.00

申請による指定のため目標設定できない　/　指定工事店数（年度末時点）

件

675.00

申請によるため目標設定できない　/　施工承認申請受付件数（年度）

600.00


